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別紙１ 

 

防災訓練の結果の概要（緊急時演習（総合訓練）） 

 

１．訓練の目的 

本訓練は、「東通原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第８節」に基づき実

施するものである。 

残留熱除去機能の喪失や炉心損傷等が発生するシビアアクシデント事象等を想定した訓練

を実施し、緊急時対応能力の習熟、課題抽出を行い、さらなる実効性向上を図る。 

なお、今回は以下の対応の有効性等に力点を置いて検証した。 

 

（１）状況把握・戦略見通しを効率的に行うための思考フレームワークの習熟【本店】 

（２）発電所対策本部内の情報共有の改善【発電所】 

（３）発電所対策本部対応能力の向上【発電所】 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０１９年３月８日（金）９：００～１４：４５ 

（２）対象施設 

東通原子力発電所 １号機 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支援 

情報連絡 

通報連絡 

※１ 統合原子力防災ネットワーク接続 

※２ 情報連絡した箇所は青森支店 

（注）破線部は模擬 

※１ 

 

東通原子力発電所 

 

発電所対策本部 

 

各班員 

指示 報告 

 

東京支社 
送配電カンパニー東京事務所 

原子力規制庁緊急時対応 

センター（ＥＲＣ） 

本 店 

※１ 

 

通報連絡 

社 外 

関係機関 
通報連絡 

派遣 

本店対策本部 

(原子力施設事態即応ｾﾝﾀｰ) 

原子力班 他各班 

報告 指示 

通報連絡 

 各支店※２ 

送配電カンパニー各支社※２ 
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（２）評価体制 

発電所（対策本部、現場）および本店対策本部に複数の評価者（当社社員、他事業者）を

配置し、評価者による評価および反省会等を通じて、改善事項の抽出を行う。 

 

（３）参加人数：５５５名 

〈内訳〉 

・プレーヤー（訓練参加者）：５１４名 

東通原子力発電所：９５名（社員８９名、構内協力企業６名） 

本店（各支店、送配電カンパニー各支社、東京支社および送配電カンパニー東京事務

所を含む）：４１９名 

・コントローラー（訓練進行管理者）、評価者：４１名 

東通原子力発電所：２６名 

本店（各支店、送配電カンパニー各支社、東京支社および送配電カンパニー東京事務

所を含む）：１５名 

 

（４）訓練視察等 

ａ．東通原子力発電所 

（ａ）他事業者による視察等：６社 合計８名 

<内訳> 

・北海道電力：１名（評価者）、日本原燃：２名（内１名評価者）、 

電源開発：１名（評価者）、核物質管理センター 六ケ所保障措置センター：２名、 

日本原子力研究開発機構：１名、原子力安全推進協会：１名 

（ｂ）自治体等による視察：３団体 合計１０名 

<内訳> 

・東通村：１名、野辺地町：２名、東通消防署：７名 

（ｃ）構内協力企業による視察：１２社 合計１７名 

 

ｂ．本店 

（ａ）他事業者による視察：７社 合計１２名 

<内訳> 

・北海道電力：３名、東京電力ホールディングス：２名、九州電力：１名、 

電源開発：１名、日本原燃：３名、日本原子力研究開発機構：１名、 

原子力安全推進協会：１名 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

定格電気出力運転中の東通原子力発電所１号機（新規制基準適用プラント想定）において、

機器故障による残留熱除去機能の喪失、原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置

による注水不能等により、原子力災害対策特別措置法（以下、「原災法」という）第１０条事

象および同法第１５条事象に至る原子力災害を想定する。詳細は以下のとおり。 

 

時刻 
シナリオ 

１号機（定格電気出力運転中） 
8:00※1 ・外部電源（むつ幹線１号）故障停止 

9:00 

・東通村内震度６弱の地震発生【警戒事象】※2 
・外部電源（白糠線）故障停止【運転上の制限逸脱】※2 
・大容量電源装置使用不可 
・燃料プール冷却浄化系ポンプ自動停止 
・使用済燃料プールスロッシング発生 

9:20 ・管理区域にて傷病者発生（２名） 

9:40 

・東通村内震度６弱の地震発生（２回目） 
・外部電源（むつ幹線２号）故障停止：外部電源喪失 
・非常用ディーゼル発電機（Ａ、Ｂ）起動 
・常用給水喪失 
・原子炉自動停止 
・高圧炉心スプレイ系故障停止 
・ガスタービン発電機（３台）起動成功 

9:55 ・原子炉補機冷却海水ポンプ（Ａ、Ｃ）過負荷停止 
・原子炉除熱機能喪失（片系） 

9:57 ・非常用ディーゼル発電機（Ａ）停止 
10:00 ・非管理区域にて傷病者発生（１名） 
10:02 ・ガスタービン発電機（３台）によるＣ母線受電成功 

10:10 
・原子炉補機冷却海水ポンプ（Ｂ、Ｄ）故障停止 
・残留熱除去機能喪失【原災法第１０条】※2 

10:13 ・非常用ディーゼル発電機（Ｂ）停止 
・原子炉補機冷却ポンプ（Ｂ、Ｄ）停止 

10:50 
・格納容器内の原子炉冷却材喪失事故発生（大規模） 
・格納容器健全性喪失のおそれ 
・冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注水不能【原災法第１５条】※2 

11:05 ・炉心損傷 
11:10 ・原子炉補機冷却海水ポンプ（Ａ、Ｃ）起動成功 
11:12 ・原子炉補機冷却ポンプ（Ａ、Ｃ）起動成功 

11:14 ・残留熱除去系ポンプ（Ａ）起動成功 
・注水開始 

13:20 ・残留熱除去系ポンプ（Ａ）故障停止 
13:50 訓練終了 

※１ 訓練開始時の付与情報 

※２ 最初に発生した運転上の制限逸脱、警戒事象、原災法第１０条および同法第１５条事

象のみ記載 

 

５．防災訓練の項目 

緊急時演習（総合訓練） 
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６．防災訓練の内容 

（１）訓練方法 

訓練は、プレーヤー（訓練参加者）へ訓練シナリオを事前に通知しない「シナリオ非提示

型」により実施した。また、コントローラー（訓練進行管理者）は、訓練中にプレーヤーへ

資料配付や電話連絡等を行い、シナリオ進行に必要な状況付与を行った。 

 

（２）訓練項目 

【発電所】 

ａ．発電所対策本部訓練 

ｂ．通報訓練 

ｃ．モニタリング訓練 

ｄ．防護措置訓練 

ｅ．原子力災害医療訓練 

ｆ．アクシデントマネジメント訓練 

ｇ．電源機能等喪失時対応訓練 

（ａ）道路啓開訓練 

（ｂ）電源確保訓練 

（ｃ）燃料確保訓練 

（ｄ）消防車による使用済燃料プール注水訓練 

 

【本店】 

ａ．発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 

ｂ．国－事業者間の情報連携訓練 

ｃ．プレス対応訓練 

ｄ．事業者間協力協定対応訓練 
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７．防災訓練の結果の概要 

【発電所】 

（１）発電所対策本部訓練 

地震およびその他外部事象による外部電源喪失、残留熱除去機能の喪失、原子炉格納容器

内の原子炉冷却材喪失事故に加え、傷病者発生等、プラント情報が錯綜する訓練を実施した。 

その結果、発電所対策本部は、滞りなく、緊急体制の発令、プラント状況の把握、発電所

対策本部の指揮命令、緊急時活動レベル（以下、「ＥＡＬ」という）判断ならびに本店との情

報共有等を行い、事故収束に向けた対応が実施できることを確認した。 

また、電子データで資料を共有する仕組みを構築したことで、発電所対策本部要員および

東通原子力規制事務所運転検査官による速やかな情報の把握が可能になるとともに、資料配

布にかかる要員の削減につながった。 

 

[本報告書における記載箇所] 

・８．（２）発電所対策本部内の情報共有の改善【発電所】 

・９．昨年度訓練時の改善点の反映状況 

 

（２）通報訓練 

通信設備の状況および連絡先の確認を行ったうえで通報連絡する訓練を実施した。 

その結果、目標時間内に原子力規制庁、その他社外関係機関（模擬）へ通報連絡できるこ

とを確認した。 

ただし、通報文に記載される付帯情報の一部に記載漏れ等があった。 

 

＜警戒事象、原災法第１０条事象および同法第１５条事象通報（第一報）の実績＞ 

号機 通報内容 発生時刻 送信時刻※１ 所要時間 目標時間 

１号機 警戒事象 ９：４０ ９：４９ ９分 ３０分以内 

１号機 原災法第１０条事象 １０：１０ １０：１９ ９分 １５分以内 

１号機 原災法第１５条事象 １０：５０ １１：０２ １２分 １５分以内 

※１ ＦＡＸ送信完了時刻 

 

[本報告書における記載箇所] 

・１０．【発電所】（１）通報文等の正確性向上 

 

（３）モニタリング訓練 

全交流電源喪失による構内モニタリングポストの停止を想定し、代替手段（可搬型モニタ

リングポスト）による空間線量率測定訓練を実施した。 

その結果、緊急時モニタリングに関する手順書に基づき、可搬型モニタリングポストの設

置、空間線量率の測定、ならびに発電所対策本部への迅速な連絡が実施できることを確認し

た。 
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（４）防護措置訓練 

被ばく線量限度が２５０ｍＳｖとなる原子力災害対策活動に従事する要員に対して、必要

な放射線防護措置を指示する訓練を実施した。 

その結果、緊急作業対象事象の発生時、緊急作業従事者に対し、放射線管理区域内の各所

における放射能影響予測、汚染防護服・防護マスクの携帯・着用、汚染拡大防止、安定ヨウ

素剤の配布、ならびに線量評価等の防護措置の指示を実施できることを確認した。 

 

（５）原子力災害医療訓練 

管理区域内で、汚染を伴う傷病者が発生した連絡を受け、総務班および放射線管理班の要

員で構成される分任体制（救助チーム）を確立のうえ、救助活動訓練を実施した。 

その結果、救助チームによる迅速な救助活動を実施し、現場での対応状況の詳細について

は、救助チームからチャットシステム※２および故障・トラブル等対応状況シート※３により、

発電所対策本部へ情報共有できることを確認した。 

ただし、発電所対策本部への報告については、一部速やかに実施されない場面があった。 

 

※２ チャットシステム 

発生した事象、復旧対応状況、ＥＡＬならびに社外問合せ情報等を発電所・本店対

策本部要員がシステム上に入力し、発電所と本店間で情報連携するシステム 

※３ 故障・トラブル等対応状況シート 

傷病者への対応状況を共有するため、それぞれの傷病者について、発生事象、対応

組織、場所、活動方針、活動状況を纏めたもの 

 

[本報告書における記載箇所] 

・８．（３）発電所対策本部対応能力の向上【発電所】 

・１０．【発電所】（２）分任体制（救助チーム）活動状況の発電所対策本部への報告ル

ールの明確化 

 

（６）アクシデントマネジメント訓練 

配管の大破断による原子炉冷却材喪失事故と非常用炉心冷却系の機能喪失が発生し、炉心

の冷却が不十分となった状況において、炉心損傷の判断およびその後の対策を検討する訓練

を実施した。 

その結果、アクシデントマネジメントガイドに基づき、炉心損傷後の原子炉圧力容器およ

び原子炉格納容器の破損を防止する対策を発電所対策本部内で立案できることを確認した。 
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（７）電源機能等喪失時対応訓練 

原子力防災要員により、以下ａ．～ｄ．のとおり、全交流電源の喪失を踏まえた訓練を実

施した。 

なお、発電所の機器へ直接影響が生じる訓練は模擬とし、現場での動作確認を実施した。 

ａ．道路啓開訓練 

地震により、発電所構内の道路に資機材が散乱した状況を想定し、資機材の撤去訓練を

実施した。 

その結果、ホイールローダで資機材を撤去し、大容量送水車等の通行経路の確保が実施

できることを確認した。 

ｂ．電源確保訓練 

全交流電源喪失時を想定し、電源確保のため、電源車を建屋に寄せ付け、電源ケーブル

の敷設訓練を実施した。 

その結果、電源車による電源供給に関する手順書で定められた要員数で目標時間（目

標：１１０分、実績：８０分）内に電源ケーブルの敷設ができることを確認した。 

ｃ．燃料確保訓練 

電源車等への燃料補給を想定し、軽油タンクからの燃料抽出および電源車への燃料補給

訓練を実施した。 

その結果、軽油タンクからの軽油抽出作業に関する手順書で定められた要員数で目標時

間（目標：８０分、実績：７０分）内に軽油タンクから軽油を抽出し、電源車へ燃料補給

する操作を実施できることを確認した。 

ｄ．消防車による使用済燃料プール注水訓練 

使用済燃料プールへの注水機能喪失を想定し、消防車で使用済燃料プールへ注水する訓

練を実施した。 

その結果、使用済燃料プールへの代替注水に関する手順書で定められた要員数で目標時

間（目標：６０分、実績：２０分）内に、消防車で使用済燃料プールへ注水する操作を実

施できることを確認した。 
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【本店】 

（１）発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 

「情報連携相関図」（添付資料１、２）のとおり、情報共有ツール（「プラント系統概要

図※４」、「設備状況シート※５」、「事故対応戦略方針シート※６」等）やチャットシステム

等を活用する情報連携訓練を実施した。 

その結果、本店原子力班を経由して本店対策本部と発電所対策本部間で発電所情報（現

況）や事象の進展予測、事故収束の予測等の重要情報、その他の付帯情報が共有できること

を確認した。 

 

ただし、以下の課題が抽出された。 

・原子力部門以外の本店対策本部要員の一部には、原子炉冷却材喪失事故の深刻度※７や復

旧の困難さが十分に伝わっていない場面があった。 

 

※４ プラント系統概要図 

情報共有ツールのうち、安全上重要な機能（止める、冷やす、閉じ込める、電源）

に係る主要設備に関する情報を図に纏めたもの 

※５ 設備状況シート 

情報共有ツールのうち、発電所の復旧方針に関する情報を纏めたもの 

※６ 事故対応戦略方針シート 

情報共有ツールのうち、炉心が損傷するまでの予測時間や原子炉格納容器圧力の上

昇予測等、緊急時に特に重要となる情報を纏め、発電所の対応方針を示したもの 

※７ 原子炉冷却材喪失事故の深刻度 

炉心損傷から原子炉圧力容器破損、原子炉格納容器破損に短時間で進展していくお

それがある状況 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・１０．【本店】（１）本店対策本部への情報発信ルールの明確化 
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（２）国－事業者間の情報連携訓練 

発電所対策本部、本店対策本部（原子力規制庁緊急時対応センター（以下、「ＥＲＣ」と

いう）対応ブース）ならびにＥＲＣプラント班間で統合原子力防災ネットワーク（テレビ会

議）を通じた情報連携訓練を実施した。 

その結果、「情報連携相関図」（添付資料１、２）のとおり、情報共有ツールやチャット

システム、緊急時対策支援システム（以下、「ＥＲＳＳ」という）等を活用することで、Ｅ

ＲＣプラント班に対して発電所の情報提供や質疑応答が迅速に実施できることを確認した。 

 

ただし、以下の課題が抽出された。 

・「事故対応戦略方針シート」で示された炉心冷却戦略（大容量送水車による原子炉注水）

について、現況を記載する欄（以下、「状況欄」という）の「実施中」という記載だけで

は、準備中なのか、注水中なのか、把握しにくい。 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・１０．【本店】（２）事故対応戦略方針に対する状況の明確化 

 

（３）プレス対応訓練 

ａ．ＥＲＣ広報班と本店対策本部が連携する訓練を実施した。 

その結果、当社の報道発表資料・記者会見時間の情報共有ならびに官房長官会見（コン

トローラーによる情報付与）を考慮した当社記者会見を実施できることを確認した。 

ｂ．当社ホームページ（模擬）を利用した、プレス文の情報発信訓練を実施した。 

その結果、当社ホームページ（模擬）への速やかなプレス文の掲載が実施できることを

確認した。 

ｃ．報道関係者参加のもと、記者会見（模擬）を行う訓練を実施した。 

その結果、役員およびスポークスマンによる記者会見（模擬）が実施できることを確認

した。 

 

（４）事業者間協力協定対応訓練 

ａ．「原子力事業者間協力協定」に基づき、協力要請および情報連携を行う訓練を実施した。 

その結果、同協定の幹事会社（日本原燃）に対する協力要請、ならびに幹事会社からの

回答の受信等、情報連携が適切に実施できることを確認した。 

ｂ．「原子力緊急事態支援組織の運営に関する基本協定」に基づき、協力要請および情報連携

を行う訓練を実施した。 

その結果、原子力緊急事態支援センターに対する協力要請、ならびに原子力緊急事態支

援センターからの回答の受信等、情報連携が適切に実施できることを確認した。 
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８．訓練の評価 

地震およびその他外部事象による外部電源喪失、残留熱除去機能の喪失、原子炉格納容器

内の原子炉冷却材喪失事故に加えて、傷病者発生等の情報が錯綜する訓練を実施した。 

こうしたシナリオにおいても、発電所対策本部および本店対策本部が連携し、原子力事業

者防災業務計画に規定する事項に関して適切に対応することができた。 

なお、「１．訓練の目的」に記載した３項目についての評価結果は以下のとおり。 

 

（１）状況把握・戦略見通しを効率的に行うための思考フレームワークの習熟【本店】 

２０１８年１０月３０日に実施した女川原子力発電所原子力防災訓練の反省を踏まえ、資

料の充実化（具体的な事例を追加）を図り、「状況把握・戦略見通しを効率的に行うための

思考フレームワーク」に対する教育を行い、以下の対応を行えたか検証を行った。 

－機能毎に事象把握（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」に区別して事象把握） 

－事象の進展予測（事象・対応の予測と発電所情報のすり合わせ） 

訓練実施後のアンケートの結果、「機能毎に事象を把握」および「事象進展の予測」につ

いて、情報共有ツール等を用いて概ね把握できたとの意見が多数あり、上記の対応は行えた

ものと評価した。 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・７．【本店】（１）発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 

・７．【本店】（２）国－事業者間の情報連携訓練 

 

（２）発電所対策本部内の情報共有の改善【発電所】 

資料配布を取りやめ、各班で作成した資料は電子データを共有サーバー内に保存し、発電

所対策本部要員および東通原子力規制事務所運転検査官が当該データにアクセスする仕組み

を構築し、以下の対応を行えることを確認した。 

－各班が作成した資料の電子データを速やかにＰＤＦに変換し、識別して保存 

－発電所対策本部要員および東通原子力規制事務所運転検査官は、共有サーバー内の電子デ

ータにアクセスし、遅滞なく情報を把握 

 

[本報告書における記載箇所] 

・７．【発電所】（１）発電所対策本部訓練 
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（３）発電所対策本部対応能力の向上【発電所】 

傷病者の救助活動に専念するとともに、現場での対応状況に関する発電所対策本部への連

絡を一元化するため、関係機能班要員で構成される分任体制（救助チーム）を確立し、以下

の対応を行えることを確認した。 

－救助チームによる迅速な救助活動 

－現場での対応状況は、救助チームを経由して発電所対策本部と情報共有 

 

ただし、以下の課題が抽出された。 

・救助活動に係る傷病程度や汚染の有無等の重要な情報については、発電所対策本部へ報告

されていたが、除染の対応状況については、速やかに報告されない場面が一部あった。 

 

[本報告書における記載箇所] 

・７．【発電所】（５）原子力災害医療訓練 

・１０．【発電所】（２）分任体制（救助チーム）活動状況の発電所対策本部への報告ル

ールの明確化 
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９．昨年度訓練時の改善点の反映状況 

昨年度の総合訓練（２０１８年３月２０日実施）において抽出された改善点に対する取り

組み状況は、以下のとおり。 

昨年度の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況 

【発電所】 

東通原子力規制事務所運転検査官への情報提供

は、発電所対策本部内の発話やモニターに映し出

した情報共有ツール等により、タイムリーに行う

ことができた。 

一方で、発電所対策本部要員による東通原子力

規制事務所運転検査官への資料配布時間とＥＲＣ

に派遣されている当社社員（リエゾン）によるＥ

ＲＣへの資料配布時間に差異が生じる場面があっ

た。 

 

【原因】 

ＥＲＣでは、各種資料（情報共有ツール等）の

更新後、ＥＲＣに派遣されている当社社員（リエ

ゾン）が印刷し、ＥＲＣに対して資料を配布して

いた。 

一方、発電所では、各種資料の更新後に発電所

対策本部要員が印刷し、発電所対策本部要員分お

よび東通原子力規制事務所運転検査官分の資料を

コピー後に配布していた。 

このため、原子力規制庁関係者間の情報入手の

同時性に差異が生じた。 

 

【対策】 

東通原子力規制事務所運転検査官に情報提供す

るしくみについて検討を行い、改善を図る。 

【対策】 

資料の紙配布を取りやめ、各班で作成した資料

の電子データを共有サーバー内に保存し、発電所

対策本部要員および東通原子力規制事務所運転検

査官が当該データにアクセスする仕組みを構築

し、情報共有の改善を図るとともに、資料配布に

かかる要員の削減につなげる。 

 

【結果】 

上記対策により、発電所対策本部要員および東

通原子力規制事務所運転検査官が速やかに情報把

握できた。また、資料配布にかかる要員が削減で

きた。 

 

[本報告書における記載箇所] 

・７．【発電所】（１）発電所対策本部訓練 

・８．（２）発電所対策本部内の情報共有の改善

【発電所】 
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昨年度の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況 

【本店】 

第１優先の注水戦略の失敗情報（『可搬型直流

電源による主蒸気逃がし安全弁「開」不可』）に

ついて、ＥＲＣ対応ブースからＥＲＣへ情報発信

できなかった。 

 

【原因】 

『可搬型直流電源による主蒸気逃がし安全弁

「開」不可』の情報自体は「戦略リスト」に記載

されていたものの、その内容がわかりにくい記載

であったため、ＥＲＣ対応ブース内で正しく情報

共有されていなかった。 

 

【対策】 

「戦略リスト」に記載される『可搬型直流電源

による主蒸気逃がし安全弁「開」不可』の情報

を、正しく情報共有するしくみについて検討を行

い、改善を図っていく。 

 

【対策】 

原子炉減圧対応（主蒸気逃がし安全弁の操作）に

関する項目において、「主蒸気逃がし安全弁自体の

操作可否」と「主蒸気逃がし安全弁の操作に必要な

設備（可搬型直流電源の使用可否情報ほか）」を区

別し、原子炉減圧対応の状況が把握しやすい様式※１

に見直した。 

 

※１ 「戦略リスト」を改善し、「設備状況シート」

を作成 

 

【結果】 

「設備状況シート」の記載の改善効果に対する

アンケートの結果、概ね理解できるという意見が

多数あり、「設備状況シート」の様式見直しによ

り、対応状況把握の向上が図られた。 
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昨年度の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況 

【本店】 

原子炉注水機能、原子炉格納容器除熱機能が喪

失した場面において、事故進展のリスクを想定

し、炉心損傷に係る予測情報は「重大局面シート

（注水停止）」を、炉心損傷前のベントに係る予

測情報は「重大局面シート（ベント）」を活用

し、ＥＲＣ対応ブースからＥＲＣへ情報発信して

いた。しかしながら、さらに先の事故進展のリス

クを想定し、炉心損傷後のベントに係る予測情報

について、ＥＲＣ対応ブースからＥＲＣへ情報発

信できなかった。 

 

【原因】 

炉心損傷後のベント予測情報自体は、「重大局

面シート（注水停止）」には記載されていたもの

の、「重大局面シート（注水停止／ベント）」の

活用方法が不明確であったため、ＥＲＣ対応ブー

ス内で正しく情報共有されていなかった。 

 

【対策】 

炉心損傷後のベント予測情報が、正しく情報共

有されるしくみについて検討を行い、改善を図っ

ていく。 

 

【対策】 

２つの重大局面（注水停止、ベント）に対し、そ

れぞれ作成している戦略シートを統合し、炉心損傷

後のベント予測情報が１枚のシート※２で共有でき

るようにした。 

 

※２ 重大局面シート（注水停止、ベント）を統合

し、「事故対応戦略方針シート」を作成 

 

【結果】 

「事故対応戦略方針シート」を用いて、戦略の見

通し、対応状況をＥＲＣプラント班へ説明できた。 

なお、戦略シートの統合による課題は抽出されな

かった。 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・７．【本店】（２）国－事業者間の情報連携訓練 
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１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

【発電所】 

（１）通報文等の正確性向上  

ＥＡＬ判断フローを用いて確認することにより、プラントの状況からＥＡＬを正確に、か

つ迅速に判断し、時間内に通報ができることを確認した。 

ただし、通報文等に記載される付帯情報の一部に記載漏れ等があったことから、「通報文

等の正確性向上」について、改善が必要と評価した。 

 

ａ．原因 

－通報文作成に係る記載例・修正ルールの理解が不十分 

・記載例・修正ルールについては周知されていたが、これらの理解を深めるための勉強会

を十分に行っていなかった。 

－通報文の正確性のチェックおよび評価が不十分 

・通報文の作成時に、作成者およびチェック者がチェックすべき項目が明確でなかったた

め、チェック漏れが生じた。 

・これまでの訓練評価においては、発電所対策本部の動きや対応能力の向上を重点的に評

価しており、通報文の記載内容の正確性までは評価していなかった。 

ｂ．対策 

－今回の反省事項の事例集を作成するとともに、記載例・修正ルールの充実を図る。また、

それらを用いた通報連絡にかかる勉強会を定期的に実施し、理解度向上に努める。 

－通報文の作成時およびチェック時におけるチェック項目を明確にするとともに、訓練評価

項目の中に「通報文の正確性」を明記し訓練の都度、評価することで、通報文の正確性向

上に継続的に取り組んでいく。また、評価においては、模範となる記載例・修正ルールと

比較し、プレーヤーへのフィードバックを図る。 

 

[本報告書における記載箇所] 

・７．【発電所】（２）通報訓練 

 

（２）分任体制（救助チーム）活動状況の発電所対策本部への報告ルールの明確化 

傷病者の救助活動に専念するとともに、現場での対応状況に関する発電所対策本部への連

絡を一元化するため、関係機能班要員で構成される分任体制（救助チーム）を確立し、その

有効性を検証した。救助チームによる迅速な救助活動を実施し、現場での対応状況の詳細は

救助チームからチャットシステムおよび故障・トラブル等対応状況シートにより、情報共有

することができた。 

ただし、救助活動に係る傷病程度や汚染の有無等の重要な情報については発電所対策本部

へ報告されていたが、除染の対応状況については、速やかに報告されない場面が一部あった

ことから、「分任体制（救助チーム）活動状況の発電所対策本部への報告ルールの明確化」

について、改善が必要と評価した。 
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ａ．原因 

分任体制は初めての試みであり、救助チームで作成した故障・トラブル等対応状況シー

トやチャットシステムに登録した多数の情報を発電所対策本部内に報告する際のルールが

整理できていなかった。 

ｂ．対策 

救助チーム対応情報を発電所対策本部で報告する際、発電所対策本部へ適時適切に報告

できるよう、ルールを明確化し、訓練により習熟を図る。 

 

[本報告書における記載箇所] 

・７．【発電所】（５）原子力災害医療訓練 

・８．（３）発電所対策本部対応能力の向上【発電所】 

 

【本店】 

（１）本店対策本部への情報発信ルールの明確化 

本店原子力班を経由して本店対策本部と発電所対策本部間で発電所情報（現況）や事象の

進展予測、事故収束の予測等の重要情報、その他の付帯情報が共有できることを確認した。 

ただし、原子力部門以外の本店対策本部要員の一部には、原子炉冷却材喪失事故の深刻度

や復旧の困難さが十分に伝わっていない場面があり、「本店対策本部への情報発信ルールの

明確化」について、改善が必要と評価した。 

 

ａ．原因 

本店原子力班からの本店対策本部への説明について、「説明の基本形」を整理しておら

ず、説明内容・手法は個人の裁量による部分があった。そのため、事象進展が早い場合に

おいて、原子力部門以外の本店対策本部要員に対しては、簡潔すぎる説明となってしまっ

た。 

ｂ．対策 

原子炉冷却材喪失事故等の事象進展が早い場合においても、原子力部門以外の本店対策

本部要員に事象の深刻度や復旧の困難さが十分伝わる「説明の基本形」※１を整理する。 

 

※１ 事象に応じた説明方法、図面の有効活用等 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・７．【本店】（１）発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 
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（２）事故対応戦略方針に対する状況の明確化 

ＥＲＣプラント班への説明は、情報共有ツールを用いて、タイムリーに説明できた。 

ただし、「事故対応戦略方針シート」において、炉心冷却戦略（大容量送水車による原子

炉注水）状況欄の「実施中」という記載だけでは、準備中なのか、注水中なのかが把握しに

くかったことから、「事故対応戦略方針に対する状況の明確化」について、改善が必要と評

価した。 

 

ａ．原因 

・「事故対応戦略方針シート」において、状況欄に記載する表現（「準備中」、「実施

中」、「完了」）が曖昧であった。また、これらの表現について、当該シートには定義

の記載がなかった。 

・上記シートの状況欄と完了予想欄の構成が対となっておらず、戦略がどの段階にあるの

かが把握しにくかった。 

ｂ．対策 

「事故対応戦略方針シート」について、戦略完了までの段階の表記（状況欄に記載する

表現、状況欄と完了予測欄の構成）について、明確化を図る。 

 

［本報告書における記載箇所］ 

・７．【本店】（２）国－事業所間の情報連携訓練 

 

以上の改善点を踏まえ、今後も実効性を高める訓練を計画的に実行していく。 

 

以 上 

 

〈添付資料１〉情報連携相関図（全体） 

〈添付資料２〉情報連携相関図（各情報におけるフロー図） 
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〈添付資料２〉 
情報連携相関図（各情報におけるフロー図） 
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